






















































介助なしでの歩行が可能である慢性期脳卒中患者 18名。介入群 10名(年齢59.l土 12.5歳、女性2名、




研究期間は 1患者につき 12逓とし、 4週ごとにベースライン期 (BL期)、 BWSTT介入期(介入期)、経
過観察期(観察期)とした。 BL期は 1週ごとに身体機能の評価を行った。介入期は週3回を原則としての
BWSTTを実施し、 BWSTT実施3回ごとに評価を行った。観察期は l週ごとに評価を行った。 BWSTT実
施時の免荷量は体重の 20%、歩行練習時間は 20分、 BWSTT中のトレッドミル速度は患者が歩ける最も速
い速度とした。主たる評価項目は、歩行関連指標(歩行速度、歩幅、歩行率)、バランス(重心動揺、アッ
プアンドゴーテスト (TUG))、非麻連側下肢筋力とした。各指標は、 BL期4回の結果の平均値を BL値とし、
その後の介入期 1~4 回と観察期 1~4 国について、 BL 値からの変化量を求めた。そして介入期における
効果を見るために、介入群と対象群を「群問要因J 、 BL 値と介入期 1~4 屈を 5 回分の「反復要因」として、
二元配置反復測定分散分析を行った(介入時効果)。さらに介入後の持続効果をみるために、 BL値と介入期




































と8、9、10、1の各国(1く 8、9、10、11)、 2回目と 9、1の各国 (2< 9、11)であった。最大歩行速
度は l回目と 7、8、9、10、1、12の各回(1く 7、8、9、10、1、12)、2回目と 7、8、9、10、1、12の
各回 (2< 7、8、9、10、1、12)、3回目と 10、1、12の各回 (3< 1、12)、4回目と 10回目 (4く10)
であった。最大歩幅では有意差のある組み合わせはなかった。最大歩行率では l回目と 6、8、9、10、1、
















研究 iと同様に BL期、介入期、観察期を設定した。全ての対象者は、介入期に研究 1と同様のプロトコ
ルでの BWSTTを行った。そして BL期4回目、介入期4出目、観察期 4回目に最大歩行速度の澱定と SF・
36v2を実施した。 SF-36v2の分析には NBS(国民標準値に基づくスコアリング)得点を用いた。また対象者










BL期 (4l.7:i 11.6点)に対して有意に低下していたc その他の項目では、有意差を認めなかった。
V.考察
運動介入がQOL改善に寄与するか否かについては、賛否両論の報告がなされており見解は一致していな
いc また脳卒中患者については、身体機能の改善と QOLの改善は一致しないとする報告がある。今回の結
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果は、 BWSTTによって歩行速度の有意な改善を認めたものの、 SF-36v2に有意な改善は見られなかった。
特に、下位尺度の「身体機能JI日常役割機能(身体)Jやサマリースコアの「身体的健康Jといった身体的
側面に関連する項目においての改善もみられなかったことから、歩行能力(歩行速度)の影響により SF-
36v2の身体的側面の QOL変化が起きているのではない事が推測できる。加えて研究期間を通して運動麻捧
自体の改善は見られなかったことから、運動麻埠そのものがQOLの身体的な側面に影響を与えていた可能
性が示唆され、 BWSTTによる介入だけでは改善に繋がらなかったものと考えられる。運動能力(歩行速度)
の改善と QOLの改善はそれぞれ別の視点からのアプローチが重要であり、患者の個別のニードに応える内
容のプログラムが必要であると考える。
(結語)
歩行可能である犠牲期脳卒中患者に対する BWSTTは、 QOL改善には繋がらないものの歩行能力向上の
ためには有効な手法であり、短期集中プログラムとしての有用性が示唆された。歩行速度の改善に影響をあ
たえた要因としては、即時的には歩幅の改善、経時的には歩幅と歩行率の改善による影響が考えられ、練習
を提供する側はこの点を念頭に震いた関わりをするべきであることが示された。
審査の結果の要旨
本論文は BWSTTを用いた短期間集中歩行プログラムが、慢性期脳卒中患者の歩行をはじめとする能力の
改善に有用であるかを検証することを目的としたD
本研究においては、 BWSTTであるが、実施プロトコルについての明確な指針は無く、特に慢性期脳卒中
患者のリハビリテーション実施に際しては、諸制度上の制約から短時間・短期間の介入で一定の効果を発揮
する必要があり、これまでに報告されている BWSTT実施プロトコルをそのままあてはめることはできな1，， ¥0
BWSγr以外のプログラムも長時間、長期間であり、総じて日本の現状に即したプログラムの開発が求めら
れていることを認識し、プログラムの効果を導き出し、提案をしている点で新規性がある。研究の成果は、
今後の理学療法学の発展に寄与するものである。
以上より、社会貢献性が高く、博士論文としての水準に達していると判断される。
平成23年10月3日、博士(ヒューマン・ケア科学)学位論文審査委員会において審査委員全員参加のも
とに、論文について説明を求め、関連事項について質疑応答を行った結果、審査委員全員によって合格と判
定された。
上記の論文審査の結果にもとづき、著者は博士(ヒューマン・ケア科学)の学位を受けるに十分な資格を
有するものと認める。
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